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芋出版会， 61ペー ジ， 1989，および餅丹「日本の製造業における企業間分業関係に関する研究」
『調査と研究』第1号，京都大学， 1991，など参照。

























2) I企業グループJの概念については， 下谷政弘『日本の系列と企業グルーずj有斐閣， 1993 
あるいは，下谷「現代企業グループの構造と機能」坂本和一編 f技術革新と企業構造j ミ不ル
ヴ7 書房， 1985，下谷「企業グルーずと産業融合Jr経済論誰J京都大空， 1986 坂本 下谷編
I現代日本の企業グル プ』東洋経済， 1987，など参回。






































3) テレビ事業部の組織変遷については，下谷「事業部制と分社制 松下電器産業のケース j 
86-98ベーン，前掲『現代日本の企業グループj。また，松下電器グループと事業部の歴史につい
亡は，下谷政弘「戦時期〈企業7ループ〉の再編成ー松下度業団t中心に 」下管 長島修編
『戦時日本経済の研究』晃洋書房，第 1章， 1992，あるいは，下谷 f1930年代(松下産業団〉の
形成過程Jr経営史学』第21巻第3号， 1986，を参照。








































































出所・ 『中小企業白書J 1984、395ペ ジの図を参考に、聞き取りにより作成。
点親矢印は部品の調達関係、三重線矢印は組立工程の流れを示す。



































次に，前掲図 3に示した各「企業J(rグループ企業J2社・「メーカ-J 12 
社・「協力会社J36社)とテレビ事業部との協力関係について検討しよう。最
5) 前掲，鮮丹，表 2-2， 69ベージ，によると，テレビ事業部と取引関係のある企業は340紅ある
が，本論の具体的な分析においては.特定可能な50社(グル プ企業 2社， rメ カーJ12社!
「協力会社J36杜)のみを対象とする。




























































































































キャビヰ y ト ス イ ツ チ 半 導 体
サプアセンブリー ブラウ ン管 止ま ?克
プリ J ト基板 コンデ J サー
プラスチックス部品
協力会社239杜 自社の2工場 臨1時09工干土場 メーカ200社
購入金額の51.9% 3.5% 44.6% 























































































































































9) 同スキ』ムについては 前掲，浅沼高里「日本におけるメーカ一色井ザヲイヤ と白関係一関
係の諸類型とサプライヤーの発展を促すメカニズム J 69ベージ，参問。


















貸与図 25% 承認図 55% 20% 
キャビネッ ト スイッチ・ブラウン管 コンデンサー
サブアセンブリー トランス・偏向ヨーク・チューナー 半 導 体
プラスチックス部品 電線ーコード 抵 抗
') モ コ / 
協力会社36社 グループ内企業2杜 メーカー12社
購入金額の25% 60% 15% 
1カ月 1回会議 2カ月 1回 半年 1回
依存力率'は各り社異の技る術;1:H:よな 事業部により生産・販売の統制 独立企業
出所:前掲，脚丹， 2Cペー ジ，図 2-1の「テレビ部品の構成」を参考に，聞き取りにより作成。
10) 前掲，尉丹.20ベー ジ，図2-1"=参照。





























































産している松下電子部品・松下電子工業の 2社 および「メーカー」会. I協
栄会」などの数多くの企業(あるいは「会J)は，本社テレビ事業部の介在を
通じてこうした「企業間関係」に組み込まれていたのである。この「企業間関
係」のうち，部品の供給関係について見れば，松下電子部品・松下電子工業は
本社のテレビ事業部に部品を提供するようなタテの関係だけにあるのではなく，
テレビ事業部を通じて，同じグループに属する子会社たる九州松下・松下寿な
どとも取引関係を結んでいた。このように，テレビ坐産に関して結ばれる錯綜
した「企業間関係」は基本的には本社テレビ事業部の介在によって管理・統括
されていたのである。
これまでの「企業間関係」に関する研究は，冒頭でもふれたように，分析に
際して「企業グループ」としての視点を欠いてきたために，単に「親会社(ア
センプラー)Jと「サプライヤー」とに二分する分析にとどまっていたのであ
る。しかし，実際には. Iサプライヤー」と言われてきた企業群は，さらに，
「グループ内企業(子会社)Jと「グループ外企業(協力会社およびメーカー)J 
とに二分して両者の区分を明らかにすべきであった。本論文で検討してきたよ
うに. I本杜」に属する「グループ内企業」である子会社と. ["協力会社」ある
いは「メーカー」とでは. I本社」との取引関係も微妙に異なっていたのてtあ
る。それは，子会社が親会社とともに一個の「企業グループ」を形成し一体的
に運営されているという.今日の「企業」の構造的側面から生じてきたもので
もあった。こうした今日の「企業Jの構造的側面を念頭に置いた分析を行うこ
とによってこそ，現在の日本企業が親会社の事業部を通じて，傘下の関係会社
や下請企業などをどのように管理・統括しているかの実態の一端を明らかしう
ると考えられる。
